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凍結融解履歴が杭の引抜抵抗に与える影響に関する室内模型実験による検証 

1. 研究背景 

近年、北海道の山間部や遊休農地等において太陽光発電設備が積極的に建設されている

が、凍上現象による被害が散見されるようになってきた 1)。また、我が国では豪雨や突風と

いった極端気象が増加傾向にある。太陽光発電設備において冬期に凍上現象が発生し、杭の

支持力や引抜抵抗、水平抵抗が失われた状態で夏期を迎えた場合、豪雨や突風で太陽光発電

設備が倒壊する等の甚大な被害が発生することが懸念される。 

そこで本研究では、太陽光発電施設の建設に用いられる各種の杭の小型模型を作製し、室

内において引抜試験を実施した。ここではまず、未凍結状態における地盤材料の含水状態の

変化が杭の引抜抵抗に与える影響を解明することに取り組んだ。さらに、凍結融解を与えた

状態で引抜試験を行い、凍結融解履歴が杭の引抜抵抗に与える影響を明らかにすることを

試みた。 

2. 実験概要 

2.1 土試料の物理的性質 

図 2-1 は本研究に用いた土試料の粒径加積曲線である。土試料は北海道網走郡美幌町の土

取場で採取されたものであり、粗粒分・細粒分含有量および地質的背景から、砂質土に工学

的に分類した。本研究にはこの土試料のうち、2 mm ふるい通過分を使用した。 

 

図 2-1 粒径加積曲線 
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図 2-2 は締固め試験から得られた締固め曲線である。最適含水比は w opt=31.0%、最大乾燥

密度は dmax=1.33 g/cm3であった。また、土粒子の密度は s=2.51 g/cm3であり、これを用い

てゼロ空気間隙曲線を求めた。 

 

図 2-2 締固め曲線 

 

図 2-3 は凍上試験結果である。試験から得られた凍上速度は 0.379 mm/hour であり、地盤

工学会基準 2)に基づいて凍上性判定を行うと「凍上性が高い」と判定される。なお、本研究

では試験方法として「土の粒度試験（JGS 0131-2009）」、「土粒子の密度試験（JGS 0111-

2009）」、「突固めによる土の締固め試験（JGS 0711-2009）」の A-a 法，「凍上性判定のた

めの土の凍上試験方法（JGS 0172-2009）」を採用した。 

 

図 2-3 凍上試験結果 
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2.2 土供試体の作製と杭の設置 

4 種類の含水比（w≒31%、34%、36%、40%）に調整した砂質土を後述するアクリル容器

に投入し、1層 40 mm、合計 5 層で、高さ 200 mm になるまで動的に締固めて土供試体を作

製した。なお、締固め度 Dcは 80%であり、土供試体の乾燥密度 dは 1.06 g/cm3で一定であ

る。 

図 2-4 は使用した杭の模式図である。Case 1 のスパイラル杭は羽根の幅が約 10 mm で大

きく、Case 2 のスパイラル杭は羽根の幅が約 5 mm で小さい。また、Case 3 はストレート杭

で羽根は無い。これらの羽根の有無や羽根の大きさが異なる 3 種類の杭を、インパクトドラ

イバーを用いて、土供試体の地表面から深さ 80 mm まで回転貫入させた。 

アクリル容器については、引抜きによって生じる地表面の変形範囲が土の含水比によっ

て異なったため、大きさの異なるものを 2 種類（内径 = 255 mm×高さ h = 400 mm と内径

 = 338 mm×高さ h = 450 mm）用意し、使い分けた。ここでは、w≒31%、34%では = 336 

mm の内径の大きなものを使用しており、供試体は大きい。一方で、w≒34%、36%、40%で

は = 255 mm の内径の小さなものを使用しており、供試体は小さい。ストレート杭につい

ては全て含水比において = 255 mm の内径の小さなものを用いた。 

 

図 2-4 杭の模式図 
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2.3 引抜試験 

図 2-5 は研究に用いた引抜試験装置である。引抜試験はメガトルク式中型三軸試験装置を

流用して行った。杭を 3 mm/min の速度で 12 mm引抜いた。なお、引抜試験時の荷重と鉛直

変位は、杭の上方に設置した荷重計と変位計で 0.2 秒毎に計測している。 

引抜試験後には写真測量（SfM）を行って、土供試体表面の変形を観察した。ここでは、

SfM ソフトウェア（Agisoft 社の Metashape）で 3 次元モデルの作成、DEM（数値標高モデ

ル）の構築、点群データファイルの出力を行った。また、点群データファイルを地図作成ソ

フトウェア（Golden Software 社の Surfer12）に読み込み、断面図を作成した。なお、3 次元

モデルの作成方法等については、鍜冶元ら 3)の「3 次元モデルの作成」に倣い、これと同様

とした。 

 

 

図 2-5 引抜試験装置の模式図 
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2.4 凍結融解 

図 2-6 は研究に用いた凍結融解装置である。ここでは、土供試体の初期含水比は w≒34%

とした。また、スパイラル杭には羽根の幅が広い Case1を用いた。容器底部には厚さ 30 mm

の排水材を敷設しており、ここに給水することで凍上時における地下水の供給を再現して

いる。実験はこの装置を+5 C で制御した恒温室内に設置して行った。また、地表面からの

一次元の凍結融解を再現するため、地表面には熱伝導性の高い銅製の冷却板を設置してい

る。この冷却板の上面には地表面との密着性を高め、融解時の沈下をスムーズにすることを

目的として、2 kg の重錘 2 個を載せた。 

 

図 2-6 凍結融解装置の模式図 

 

凍結融解は冷却板の温度を恒温水槽で制御して行った。まず、冷却板の温度を 0 Cとし、

48 時間かけて土試料全体の温度を 0 C 付近まで下げて一定とする。次に、過冷却現象を防

ぐ目的で、冷却板の温度を-10 Cまで急降下させ、-4 Cまで急上昇させるサーマルショッ

クを与えた。その後、冷却板の温度を-0.15 C /hour の冷却速度で、-11.5 C までゆっくり降

下させた。融解は冷却板の温度を+2 C /hour で+25 C まで上昇させ、土試料全体がプラス

の温度になるまで行っている。上記のように冷却板の温度を制御すると、凍上が発生する位

置は地表面から概ね 80 mmの深さになることを、事前の予備実験において確認した。 

実験中は地表面の凍上量と杭の持ち上がり量およびそれぞれの融解沈下量を実験装置上

部に設置した変位計で、土中温度を地表面から 40 mm 毎に配置した熱伝対で、毎分 1 回の

間隔で測定した。土中に埋設した熱電対の計測値からは、単純な比例配分で凍結深さ（凍上

発生前の地表面から 0 C 等温線までの距離）の算出も行っている。なお、以上の実験装置、

方法については、中村ら 4)の「実験装置と凍結融解方法」に倣い、これと同様とした。 
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3. 実験結果および考察 

3.1 未凍結状態における杭の引抜抵抗 

図 3-1 に未凍結状態における各種の杭の引抜試験結果を示す。引抜試験は試験結果にばら

つきが見られたため、2回ずつ実施した。まず、杭の羽根の有無で比較すると、2種類のス

パイラル杭の荷重はストレート杭に比べて明らかに大きく、スパイラル杭の引抜抵抗が大

きいことがわかる。これは、羽根の無いストレート杭では、引抜きに抵抗するのが杭の周面

摩擦力のみであるためと考えられる。次に、スパイラル杭の羽根の大きさで比較すると、羽

根の大きい Case 1 と羽根の小さい Case 2 とで、明確な違いは確認できなかった。さらに、

含水比 w で比較すると、いずれの杭においても荷重は w≒34%付近で最大となっており、w

が増加するに従って低下していることが確認できる。これは、土供試体の w の増加に伴い、

サクションが低減していくためと推察される。 

 

図 3-1 未凍結状態における各種の杭の引抜試験結果 
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3.2 引抜試験後における土供試体表面の変形状況 

 図 3-2 は引抜試験後における土供試体表面の変形状況である。ここでは、各ケースの代表

例を示す。まず、杭の羽根の有無で比較すると、2 種類のスパイラル杭では土供試体表面に

広範囲にわたって変形が生じているものの、ストレート杭では概ね変形が生じていないこ

とが確認できる。このことから、スパイラル杭の引抜き時には、羽根によって杭周囲の土が

杭とともに持ち上がるため、大きな引抜抵抗が生じていることがわかる。次に、含水比 w で

比較すると、スパイラル杭では w が増加するに従って、土供試体表面の変形範囲が狭まっ

ていくことが確認できる。このことから、引抜き時に杭とともに持ち上がる土量は、w の増

加に伴って減少するものと考えられる。 

 

図 3-2 引抜試験後における土供試体表面の変形状況 

 

3.3 杭の凍結・融解沈下挙動 

図 3-3 は凍結深さ、スパイラル杭および地表面の鉛直変位量の経時変化である。凍結融解

後の引抜試験は 2 回実施したが、ここでは杭の凍上変位の大きかった一例を示す。 

 凍結時に着目すると、地表面は凍結開始直後（実験開始から 48 時間後）から凍上し始め

ているのに対し、スパイラル杭はこれから 5 時間遅れて持ち上がり始めていることが確認

できる。この杭の持ち上がりの遅れは、凍着凍上現象が土と杭とが凍着した後に発生するた

めである。なお、地表面には冷却板との間に霜柱が発生しており、計測された凍上量にはこ

の霜柱の厚さも含まれている。 
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図 3-3 スパイラル杭の凍結・融解沈下挙動 

 

融解時に着目すると、地表面は 105時間後から融解し始めていることが確認できる。この

時、地表面の凍上量はピークを迎えており、最大凍上量は 19.8 mmであった。一方，スパイ

ラル杭は、地表面が融解して沈下し始めた後も、持ち上がり続けていることが確認できる。

スパイラル杭の凍上量は 113 時間後にピークを迎えており，最大凍上量は 10.6 mm であっ

た。その後、融解が進むと、スパイラル杭と土との凍着が切れ、地表面の沈下に追従して、

杭も沈下し始めていることが確認できる。融解時に生じた杭の沈下量は 5.6 mm であった。

しかしながら、実験終了時、スパイラル杭は元の位置には戻っておらず、最終的に残留した

凍上変位は 5.0 mm であった。なお、地表面に残留した凍上変位は 1.2 mm であり、概ね元

の位置に戻っている。 

 

3.4 凍結融解を与えた状態における杭の引抜抵抗 

図 3-4 に凍結融解履歴を与えた状態における羽根の幅が広い Case1 のスパイラル杭の引

抜試験結果を示す。ここでは比較対象として、未凍結状態における Case1 のスパイラル杭の

w≒34%の引抜試験結果を示す。なお、凍結融解履歴を与えた土供試体の初期含水比は w≒

34%であるが、融解後には杭周囲の土の含水比が w≒45～48%まで大きく上昇していた。こ

れは、凍結時に地表面に形成された霜柱や、凍上によって土中に形成されたアイスレンズが

融解したためである。 

小さな供試体で比較すると、凍結融解履歴を与えた状態の荷重は未凍結状態より明らか

に小さく、最大荷重はおよそ未凍結状態の 1/2程度まで低下していることが確認できる。こ

のことから、スパイラル杭の引抜抵抗は、凍結融解履歴を受けることで大幅に低減すること

が明らかとなった。なお、スパイラル杭の引抜抵抗の低減は、杭が凍結融解によって引抜け

ることや杭周囲の土の含水比が大幅に上昇することが一因であると考えられる。 
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図 3-4 凍結融解履歴を与えた状態におけるスパイラル杭の引抜試験結果 

 

図 3-5 は引抜試験後における土供試体表面の変形状況である。ここでは、各ケースの代表

例を示す。また、比較対象として、未凍結状態の Case1のスパイラル杭の w≒34%における

引抜試験時に発生した土供試体表面の変形状況を示す。凍結融解履歴の有無で比較すると、

凍結融解履歴を受けた状態の土供試体表面の変形範囲は、未凍結状態よりも大幅に狭まっ

ていることが確認できる。このことから、スパイラル杭を引抜く際に持ち上がる杭周囲の土

量は大きく減少していると推察される。この点も、スパイラル杭の引抜抵抗が大きく低下し

た一因だと考えられる。 

 

図 3-5 引抜試験後における土供試体表面の変形状況 
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3.5 引抜試験時の最大荷重と含水比の関係 

 図 3-6 は引抜試験時の最大荷重と含水比の関係をまとめたものである。図から、未凍結状

態では、最大荷重はいずれの杭においても w≒34%付近で最も大きいが、w がこれを超える

と最大荷重が急激に低下する傾向が確認できる。また、凍結融解履歴を与えた状態では、ス

パイラル杭周囲の土の w が大幅に増加し、最大荷重が著しく低下することも確認できる。 

 

図 3-6 引抜試験時の最大荷重と含水比の関係 

4. まとめ 

 本研究では、太陽光発電設備の建設に用いられる各種の杭の小型模型を作製し、室内にお

いて引抜試験を実施した。ここでは、未凍結状態における地盤材料の含水状態の変化が杭の

引抜抵抗に与える影響を解明することに取り組んだ。また、凍結融解を与えた状態で引抜試

験を行い、凍結融解履歴が杭の引抜抵抗に与える影響を明らかにすることも試みた。 

 実験結果から、スパイラル杭の引抜抵抗はストレート杭に比べて明らかに大きいことが

わかった。また、引抜抵抗はいずれの杭においても最適含水比より若干湿潤側で最も大きく

なったが、含水比がこれを超えると、急激に低下する傾向が確認できた。さらに、凍結融解

履歴を与えた状態では、スパイラル杭周囲の土の含水比が大幅に増加し、引抜抵抗が著しく

低下することも確認できた。 

以上のことから、夏期の豪雨時や春期の凍結融解直後には杭の引抜抵抗が大幅に低下し、

強風による太陽光発電設備の倒壊リスクが高まっていると推察される。 
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